意見書モデル（物価に見合う年金引き上げ）

物価に見合う年金引き上げを求める意見書

困難を抱えている地方経済は、アメリカ発の金融危機に伴う未曾有の不況が、追い討ちをかけ深刻の度を強めています。自治体財政も、「三位一体改革」による交付税縮減などに、税収の落ち込みが加わり危機的状況です。

国際投機資金の暴走による原油や穀物の高騰をきっかけに始まった消費者物価の高騰は、金融危機により原油価格などの低下により、一定沈静化したかに見えますが依然高止まりの状態です。その上、政府の物価統計は、上昇を続ける税・社会保険料が含まれず、価格低下を続けている家電やＩＴ機器が含まれ庶民の生活実態を正しく反映したものではありません。

高齢者の生活は、物価上昇に合わせて年金額を引き上げることによって維持されます。しかし、04年「年金改革」によって様々な制限がこれに加えられました。その上、保留されてきたとされる年金引き下げが、物価上昇分と相殺されることとされるため09年4月の年金改定では、物価が反映されずゼロ改定とされるものと見られます。

派遣切りなど失業や雇用不安、高齢者の収入減や先行き不安が、消費を冷え込ませ不況を深刻にしています。この悪循環を断ち切らなければ自治体財政も潤わず、日本経済にとっても地方経済にとっても未来がありません。

そのためには、雇用と国民の生活を保障して生活の不安と雇用の不安をなくすること、国民所得の10％を超える年金を目減りさせず、高齢者の生活を保障して将来不安を取り除くことです。

よって、地方自治法第99条により下記について意見書を提出します。

記

1． 2009年度年金改定に当たっては、緊急措置として物価上昇率に合わせて改定すること。

2． その際、無年金者・低年金者に「生活支援金」を上乗せして行うこと。

以上
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